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はしがき

本冊子は、経済経営研究「コーポレート・ガバナンスの世界的動向－欧米、中国・韓

「 」国における法制度を中心とする最近の展開ならびに 会社法制の現代化に関する要綱試案

の動向－ （末永敏和 大阪大学大学院法学研究科・高等司法研究科（法科大学院）教授」

・弁護士、藤川信夫 日本政策投資銀行設備投資研究所) ( 年 月日本政Vol.25 No.3 2004 9
。策投資銀行設備投資研究所)の別冊である

12法制審議会会社法 現代化関係 部会 部会長・江頭憲治郎東京大学教授 の会議が（ ） （ ） 、

月 日（水）に開催され 「会社法制の現代化に関する要綱案（案 」を審議、決定した。8 、 ）

次期通常国会で、商法第二編・有限会社法等が一つの法典「会社法（仮称 」とされるな）

ど商法大改正が予定されている。

本文の中では 「会社法制の現代化に関する要綱試案」の動向について、議論を示して、

いるが、ようやく要綱案の決定をみたわけである。重要な大改正であり、別冊として「会

社法制の現代化に関する要綱案」の全文を掲載した。参照いただければ幸いである。

平成１６年１２月

日本政策投資銀行 設備投資研究所

末永敏和・藤川信夫
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